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　　　附　則

　（施行期日）

１ 　この規則は、公布の日から施行する。ただし、第15

条第１項第１号ア及び第26条の改正規定は、平成28年

４月１日から施行する。

　（経過措置）

２ 　改正前の規則の規定により調製した帳票で現に残存

するものについては、当分の間、必要な箇所を訂正し

た上、引き続きこれを使用することができる。

　　　───────────────────

　行政不服審査法の施行に伴う関係規則の整理に関する

規則をここに公布する。

　　平成28年３月31日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市規則第９号

　　　行政不服審査法の施行に伴う関係規則の整

　　　理に関する規則

　 （滞納処分と強制執行等との手続の調整に関する通知

書の様式等に関する規則の一部改正）

第 １条　滞納処分と強制執行等との手続の調整に関する

通知書の様式等に関する規則（昭和39年川崎市規則第

65号）の一部を次のように改正する。

　 　第３条第１項第13号中「異議の申立て」を「審査請

求」に改める。

　 （かわさき新産業創造センター条例施行規則等の一部

改正）

第 ２条　次に掲げる規則の規定中「60日」を「３月」に、

「異議申立てを」を「審査請求を」に、「当該異議申

立て」を「当該審査請求」に、「決定」を「裁決」に、

「６箇月」を「６月」に改める。

　⑴ 　かわさき新産業創造センター条例施行規則（平成

14年川崎市規則第91号）第４号様式

　⑵ 　川崎市浄化槽保守点検業者の登録に関する条例施

行規則（昭和60年川崎市規則第106号）第４号様式

　⑶ 　川崎市葬祭条例施行規則（昭和27年川崎市規則第

28号）第４号様式

　⑷ 　川崎市在宅重度重複障害者等手当支給条例施行規

則（昭和46年川崎市規則第26号）第５号様式、第８

号様式、第９号様式及び第10号様式

　⑸ 　川崎市久末老人デイサービスセンター条例施行規

則（平成15年川崎市規則第134号）第３号様式

　⑹ 　川崎市福祉のまちづくり条例施行規則（平成９年

川崎市規則第103号）第14号様式

　⑺ 　川崎市都市計画法施行細則（昭和47年川崎市規則

第75号）第２号様式、第３号様式、第10号様式及び

第11号様式

　⑻ 　川崎市宅地造成等規制法施行細則（昭和47年川崎

市規則第78号）第２号様式

　⑼ 　川崎市斜面地建築物の建築の制限等に関する条例

施行規則（平成16年川崎市規則第78号）第５号様式

　⑽ 　川崎市中高層建築物等の建築及び開発行為に係る

紛争の調整等に関する条例施行規則（平成８年川崎

市規則第10号）第25号様式

　⑾ 　川崎市自転車等駐車場の附置等に関する条例施行

規則（平成17年川崎市規則第52号）第６号様式

　⑿ 　川崎市下水道条例施行規則（昭和36年川崎市規則

第50号）第２号様式

　⒀ 　川崎市石油コンビナート等における特定防災施設

等及び防災組織等に関する細則（昭和52年川崎市規

則第75号）第２号様式から第６号様式まで

　（川崎市競輪場内売店使用条例施行規則の一部改正）

第 ３条　川崎市競輪場内売店使用条例施行規則（昭和35

年川崎市規則第28号）の一部を次のように改正する。

　 　第３号様式中「60日」を「３月」に、「異議申立てを」

を「審査請求を」に、「当該異議申立て」を「当該審

査請求」に、「決定」を「裁決」に、「６箇月」を「６

月」に改める。

　　第 ７号様式中

　「

 

 

 

 

 

 

 

                                  」  

 を 

 「 

 

 

 

 

 

 

     

」 

に改める。 

 （川崎市廃棄物の処理及び再生利用等に関する条例施行規則の一部改正） 

第４条 川崎市廃棄物の処理及び再生利用等に関する条例施行規則（平成５年

川崎市規則第２６号）の一部を次のように改正する。 

  第５号様式中「６０日」を「３月」に、「異議申立て」を「審査請求」に

改める。 

 （川崎市廃棄物の処理及び清掃に関する法律及び浄化槽法施行細則の一部改

不許可の 

施工内容 

 

□有（別紙のとおり）   □ 無 

 

理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不許可の 

施工内容 

 

□有（別紙のとおり）   □無 

 

理由 

 

 

 

 

 

この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の

翌日から起算して３月以内に、川崎市長に対して審査請求をすることができ

ます。この処分の取消しを求める訴えは、この処分があったことを知った日

（前記の審査請求をした場合には、当該審査請求についての裁決があったこ

とを知った日）の翌日から起算して６月以内に、川崎市を被告として（川崎

市長が被告の代表者となります。）提起することができます。 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

　を

　「

 

 

 

 

 

 

 

                                  」  

 を 

 「 

 

 

 

 

 

 

     

」 

に改める。 

 （川崎市廃棄物の処理及び再生利用等に関する条例施行規則の一部改正） 

第４条 川崎市廃棄物の処理及び再生利用等に関する条例施行規則（平成５年

川崎市規則第２６号）の一部を次のように改正する。 

  第５号様式中「６０日」を「３月」に、「異議申立て」を「審査請求」に

改める。 

 （川崎市廃棄物の処理及び清掃に関する法律及び浄化槽法施行細則の一部改

不許可の 

施工内容 

 

□有（別紙のとおり）   □ 無 

 

理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不許可の 

施工内容 

 

□有（別紙のとおり）   □無 

 

理由 

 

 

 

 

 

この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の

翌日から起算して３月以内に、川崎市長に対して審査請求をすることができ

ます。この処分の取消しを求める訴えは、この処分があったことを知った日

（前記の審査請求をした場合には、当該審査請求についての裁決があったこ

とを知った日）の翌日から起算して６月以内に、川崎市を被告として（川崎

市長が被告の代表者となります。）提起することができます。 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

　に改める。

　 （川崎市廃棄物の処理及び再生利用等に関する条例施

行規則の一部改正）

第 ４条　川崎市廃棄物の処理及び再生利用等に関する条

例施行規則（平成５年川崎市規則第26号）の一部を次

のように改正する。

　 　第５号様式中「60日」を「３月」に、「異議申立て」

を「審査請求」に改める。

　 （川崎市廃棄物の処理及び清掃に関する法律及び浄化
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槽法施行細則の一部改正）

第 ５条　川崎市廃棄物の処理及び清掃に関する法律及び

浄化槽法施行細則（平成５年川崎市規則第28号）の一

部を次のように改正する。

　 　第４号様式及び第５号様式中「すべて」を「全て」

に、「60日」を「３月」に、「異議申立てを」を「審査

請求を」に、「当該異議申立て」を「当該審査請求」に、

「決定」を「裁決」に、「６箇月」を「６月」に改める。

　 　第15号様式中「60日」を「３月」に、「異議申立てを」

を「審査請求を」に、「当該異議申立て」を「当該審

査請求」に、「決定」を「裁決」に、「６箇月」を「６

月」に改める。

　 　第17号様式、第19号様式及び第21号様式中「60日」

を「３月」に、

「

　異議申立て

　審 査 請 求

　　　　　　」

　を

「審査請求」

に、

「

　決定

　裁決

　　　」

　を

「裁決」

に、「６箇月」を「６月」に改める。

　第30号様式を次のように改める。
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この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算し

て３月以内に、川崎市長に対して審査請求をすることができます。この処分の取消し

を求める訴えは、この処分があったことを知った日（前記の審査請求をした場合には、

当該審査請求に係る裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６月以内に、

川崎市を被告として（川崎市長が被告の代表者となります。）提起することができま

す。 

廃棄物再生利用指定業者指定証 

川崎市指令  第      号 

住 所              

氏 名            様  

(法人にあっては名称及び代表者の氏名)

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則 
第 2 条第 2 号・第 9 条第 2 号

第 2条の 3第 2 号・第 10 条の 3第 2号

の規定により、次のとおり廃棄物再生利用指定業者の指定を受けた者であることを証しま

す。 

     年    月    日 

川崎市長           印  

1 指 定 年 月 日            年   月  日 

2 指 定 番 号 

3 事 業 の 範 囲 

(1) 再生活用及び再生輸送の別 

(2) 取り扱う廃棄物の種類 

4 再生利用の方法 

5 取 引 関 係 
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　第34号様式中「60日」を「３月」に、「異議申立てを」

を「審査請求を」に、「当該異議申立て」を「当該審査

請求」に、「決定」を「裁決」に、「６箇月」を「６月」

に改める。

　 （川崎市飲料容器等の散乱防止に関する条例施行規則

の一部改正）

第 ６条　川崎市飲料容器等の散乱防止に関する条例施行

規則（平成７年川崎市規則第50号）を次のように改正

する。

　 　第３号様式中「ころ」を「頃」に、「60日」を「３月」

に、「異議申立てを」を「審査請求を」に、「当該異議

申立て」を「当該審査請求」に、「決定の」を「裁決の」

に、「６箇月」を「６月」に改める。

　 （川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例施行

規則の一部改正）

第 ７条　川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例

施行規則（平成12年川崎市規則第128号）の一部を次

のように改正する。

　 　第４号様式中「60日」を「３月」に、「異議申立て」

を「審査請求」に改める。

　 　第32号様式の２中「60日」を「３月」に、「異議申

立てを」を「審査請求を」に、「当該異議申立て」を「当

該審査請求」に、「決定」を「裁決」に、「６箇月」を

「６月」に改める。

　 （川崎市と畜場法施行細則の一部改正）

第 ８条　川崎市と畜場法施行細則（昭和59年川崎市規則

第35号）の一部を次のように改正する。

　 　第３号様式中「60日」を「３月」に、「異議申立てを」

を「審査請求を」に、「当該異議申立て」を「当該審

査請求」に、「決定」を「裁決」に、「６箇月」を「６

月」に改める。

　 　第10号様式から第12号様式までの規定中「あて先」

を「宛先」に、「と畜場法施行細則」を「川崎市と畜

場法施行細則」に改める。

　 （川崎市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律施行条例施行規則及び川崎市後期高

齢者医療に関する条例施行規則の一部改正）

第 ９条　次に掲げる規則の規定中「60日」を「３月」に、

「異議申立てを」を「審査請求を」に、「当該異議申

立て」を「当該審査請求」に、「決定の」を「裁決の」

に、「６箇月」を「６月」に改める。

　⑴ 　川崎市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律施行条例施行規則（平成18年川

崎市規則第36号）別記様式

　⑵ 　川崎市後期高齢者医療に関する条例施行規則（平

成20年川崎市規則第64号）第３号様式

　 （川崎市重度障害者医療費助成条例施行規則及び川崎

市港湾環境整備負担金条例施行規則の一部改正）

第 10条　次に掲げる規則の規定中「60日」を「３月」に、

「異議申立てを」を「審査請求を」に、「当該異議申

立て」を「当該審査請求」に、「決定が」を「裁決が」

に、「６箇月」を「６月」に改める。

　⑴ 　川崎市重度障害者医療費助成条例施行規則（昭和

48年川崎市規則第32号）第４号様式

　⑵ 　川崎市港湾環境整備負担金条例施行規則（昭和55

年川崎市規則第29号）第４号様式、第７号様式、第

８号様式及び第10号様式

　 （川崎市成人ぜん息患者医療費助成条例施行規則の一

部改正）

第 11条　川崎市成人ぜん息患者医療費助成条例施行規則

（平成18年川崎市規則第103号）の一部を次のように

改正する。

　 　第５号様式及び第７号様式中「60日」を「３月」に、

「異議申立てを」を「審査請求を」に、「当該異議申

立て」を「当該審査請求」に、「決定」を「裁決」に、

「６箇月」を「６月」に改める。

　 　第10号様式及び第11号様式中「60日」を「３月」に、

「異議申立てを」を「審査請求を」に、「当該異議申

立て」を「当該審査請求」に、「決定の」を「裁決の」

に、「６箇月」を「６月」に改める。

　 （川崎市知的障害者福祉法施行細則及び川崎市児童福

祉法、身体障害者福祉法及び知的障害者福祉法の規定

による障害福祉サービス等の措置に係る費用の徴収に

関する規則の一部改正）

第 12条　次に掲げる規則の規定中「60日」を「３月」に、

「６箇月」を「６月」に改める。

　⑴ 　川崎市知的障害者福祉法施行細則（昭和47年川崎

市規則第58号）第13号様式

　⑵ 　川崎市児童福祉法、身体障害者福祉法及び知的障

害者福祉法の規定による障害福祉サービス等の措置

に係る費用の徴収に関する規則（平成20年川崎市規

則第88号）別記様式

　（川崎市老人福祉法施行細則の一部改正）

第 13条　川崎市老人福祉法施行細則（昭和47年川崎市規

則第59号）の一部を次のように改正する。

　 　別表第２備考第２項中「及び第５条の４第６項」を

「、第５条の４第６項及び第５条の４の２第６項」に

改め、同表備考第３項第２号中「第２項及び第６項」

を「第２項、第６項及び第24項」に、「第41条の３の

２第５項」を「第41条の３の２第１項、第２項、第５

項」に改め、同項第３号中「第12条」の次に「並びに

所得税法等の一部を改正する法律（平成25年法律第５

号）附則第59条第１項及び第60条第１項」を加える。

　 　第11号様式及び第15号様式中「60日」を「３月」に、

「６箇月」を「６月」に改める。

　 （川崎市国民健康保険条例施行規則の一部改正）
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第 14条　川崎市国民健康保険条例施行規則（昭和33年川

崎市規則第31号）の一部を次のように改正する。

　　第12号様式及び第13号様式中「60日」を「３月」に、

「６箇月」を「６月」に、「３箇月」を「３月」に改める。

　 　第17号様式中「60日」を「３月」に、「６箇月」を「６

月」に改める。

　 （都市計画法に基づく開発行為等の規制に関する細則

の一部改正）

第 15条　都市計画法に基づく開発行為等の規制に関する

細則（昭和47年川崎市規則第76号）の一部を次のよう

に改正する。

　 　第12号様式、第13号様式及び第13号様式の２中「60

日」を「３月」に改め、「（以下「取消訴訟」といいま

す。）」を削り、「前記の審査請求についての裁決があ

ったことを知った日」を「この処分があったことを知

った日（前記の審査請求をした場合には、当該審査請

求についての裁決があったことを知った日）」に、「６

箇月」を「６月」に改め、「なお、取消訴訟は、前記

の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起する

ことができないこととされていますが、①審査請求が

あった日から３箇月を経過しても裁決がないとき、②

処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい

損害を避けるため緊急の必要があるとき、③その他裁

決を経ないことにつき正当な理由があるときは、裁決

を経ないでも取消訴訟を提起することができます。」

を削る。

　 　第20号様式及び第21号様式中「60日」を「３月」に、

「異議申立てを」を「審査請求を」に、「当該異議申

立て」を「当該審査請求」に、「決定」を「裁決」に、

「６箇月」を「６月」に改める。

　 　第24号様式及び第25号様式中「60日」を「３月」に

改め、「（以下「取消訴訟」といいます。）」を削り、「前

記の審査請求についての裁決があったことを知った

日」を「この処分があったことを知った日（前記の審

査請求をした場合には、当該審査請求についての裁決

があったことを知った日）」に、「６箇月」を「６月」

に改め、「なお、取消訴訟は、前記の審査請求に対す

る裁決を経た後でなければ提起することができないこ

ととされていますが、①審査請求があった日から３箇

月を経過しても裁決がないとき、②処分、処分の執行

又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため

緊急の必要があるとき、③その他裁決を経ないことに

つき正当な理由があるときは、裁決を経ないでも取消

訴訟を提起することができます。」を削る。

　 　第25号様式の２中「建築物の、」を「建築物、」に、「60

日」を「３月」に改め、「（以下「取消訴訟」といいま

す。）」を削り、「前記の審査請求についての裁決があ

ったことを知った日」を「この処分があったことを知

った日（前記の審査請求をした場合には、当該審査請

求についての裁決があったことを知った日）」に、「６

箇月」を「６月」に改め、「なお、取消訴訟は、前記

の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起する

ことができないこととされていますが、①審査請求が

あった日から３箇月を経過しても裁決がないとき、②

処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい

損害を避けるため緊急の必要があるとき、③その他裁

決を経ないことにつき正当な理由があるときは、裁決

を経ないでも取消訴訟を提起することができます。」

を削る。

　 　第29号様式及び第30号様式中「60日」を「３月」に、

「異議申立てを」を「審査請求を」に、「当該異議申

立て」を「当該審査請求」に、「決定」を「裁決」に、

「６箇月」を「６月」に改める。

　 　第32号様式中「指定都市等の長」を「市長」に改める。

　 （川崎市防災建築街区造成条例施行規則の一部改正）

第 16条　川崎市防災建築街区造成条例施行規則（昭和37

年川崎市規則第24号）の一部を次のように改正する。

　 　第９条（見出しを含む。）中「異議の申立て」を「審

査請求」に、「第12条第１項」を「第12条」に改める。

　（川崎市都市緑地法施行細則の一部改正）

第 17条　川崎市都市緑地法施行細則（平成12年川崎市規

則第124号）の一部を次のように改正する。

　 　第10号様式及び第11号様式中「60日」を「３月」に、

「異議申立てを」を「審査請求を」に、「行政不服審

査法（昭和37年法律第160号）」を「行政不服審査法（平

成26年法律第68号）」に、「不服申立て」を「審査請求」

に、「当該異議申立て」を「当該審査請求」に、「決定」

を「裁決」に、「６箇月」を「６月」に改める。

　 　第18号様式中（裏）中「都道府県知事」を「都道府

県知事等」に改め、

　「

(大都市等の特例)

第 32条　この章の規定により、都道府県が処理すること

とされている事務は、指定都市及び中核市においては、

当該指定都市又は中核市(以下「指定都市等」という。)

が処理するものとする。この場合においては、この章

の規定中都道府県に関する規定は、指定都市等に関す

る規定として指定都市等に適用があるものとする。

(第２項省略)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

　を削る。

　 　第19号様式（裏）中「都道府県知事」を「都道府県

知事等」に、「「第８条第１項各号」」を「、「第８条第

１項各号」」に改め、
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「

(大都市等の特例)

第 32条　この章の規定により、都道府県が処理すること

とされている事務は、指定都市及び中核市においては、

当該指定都市又は中核市(以下「指定都市等」という。)

が処理するものとする。この場合においては、この章

の規定中都道府県に関する規定は、指定都市等に関す

る規定として指定都市等に適用があるものとする。

(第２項省略)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

　を削る。

　 （川崎市風致地区条例施行規則の一部改正）

第 18条　川崎市風致地区条例施行規則（昭和47年川崎市

規則第81号）の一部を次のように改正する。

　 　第10号様式及び第11号様式中「60日」を「３月」に、

「異議申立てを」を「審査請求を」に、「行政不服審

査法（昭和37年法律第160号）」を「行政不服審査法（平

成26年法律第68号）」に、「不服申立て」を「審査請求」

に、「当該異議申立て」を「当該審査請求」に、「決定」

を「裁決」に、「６箇月」を「６月」に改める。

　 （川崎市消防団員等公務災害補償条例施行規則の一部

改正）

第 19条　川崎市消防団員等公務災害補償条例施行規則

（昭和36年川崎市規則第25号）の一部を次のように改

正する。

　 　第16条の見出しを「（審査請求）」に改め、同条中「異

議申立てを」を「審査請求を」に改め、同条第４号中

「異議申立て要旨」を「審査請求の要旨」に改め、同

条第５号中「異議申立て年月日」を「審査請求の年月

日」に改め、同条第６号中「異議申立て人」を「審査

請求人」に改める。

　 　第17条中「異議申立書」を「審査請求書」に、「異

議申立て人」を「審査請求人」に改める。

　（危険物の規制に関する細則の一部改正）

第 20条　危険物の規制に関する細則（昭和41年川崎市規

則第66号）の一部を次のように改正する。

　 　第２号様式、第４号様式、第５号様式、第７号様式、

第９号様式、第10号様式及び第12号様式中「60日」を

「３月」に、「異議申立てを」を「審査請求を」に、「当

該異議申立て」を「当該審査請求」に、「決定」を「裁

決」に、「６箇月」を「６月」に改める。

　　第13号様式中「６箇月」を「６月」に改める。

　 　第14号様式、第15号様式、第23号様式の２及び第23

号様式の３中「60日」を「３月」に、「異議申立てを」

を「審査請求を」に、「当該異議申立て」を「当該審

査請求」に、「決定」を「裁決」に、「６箇月」を「６

月」に改める。

　　第24号様式中「６箇月」を「６月」に改める。

　 　第26号様式、第27号様式、第29号様式から第30号様

式の４までの規定、第31号様式の２から第33号様式ま

での規定及び第39号様式中「60日」を「３月」に、「異

議申立てを」を「審査請求を」に、「当該異議申立て」

を「当該審査請求」に、「決定」を「裁決」に、「６箇

月」を「６月」に改める。

　　　附　則

　（施行期日）

１ 　この規則は、平成28年４月１日から施行する。

　（経過措置）

２ 　この規則（第１条、第16条及び第19条を除く。）に

よる改正前の規則の規定により調製した帳票で現に残

存するものについては、当分の間、必要な箇所を訂正

した上、引き続きこれを使用することができる。

　　　───────────────────

　川崎市職員の標準的な職を定める規則をここに公布す

る。

　　平成28年３月31日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市規則第10号

　　　川崎市職員の標準的な職を定める規則

　職員（市長事務部局の職員に限る。）に係る地方公務

員法（昭和25年法律第261号）第15条の２第２項の標準

的な職は、別表の第１欄に掲げる職務の種類及び同表の

第３欄に掲げる職の属する同表の第２欄に掲げる職制上

の段階に応じ、それぞれ同表の第４欄に掲げるとおりと

する。

　　　附　則

　この規則は、平成28年４月１日から施行する。

別表

職務の

種類

職制上の

段階

職 標準的な

職

川崎市職員

の給与に関

す る 条 例

（昭和32年

川崎市条例

第29号。以

下「条例」

と い う。）

別表第１行

政職給料表

⑴の適用を

受ける職員

の職務

局長級 局長、本部長、技監、税務

監、担当理事、区長、会計

管理者又は事務局長（看護

短期大学及び市民オンブズ

マン事務局を除く。）

局長

部長級 副区長、部長若しくは担当

部長、部に相当する室の

長、部に相当する事業所等

の長、副室長、副所長（保

健福祉センター及び川崎港

管理センターに限る。）又

は事務局長（看護短期大学

及び市民オンブズマン事務

局に限る。）

部長


